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貧困問題に関するアンケート回答・北陸信越　2009年8月7日集計

選挙区 政党 議員名 発送 返信 Ⅰ 回答Ⅰの理由 Ⅱ 回答Ⅱの理由 Ⅲ 回答Ⅲの理由 Ⅳ 回答Ⅳの理由

新潟1区 自民党 吉田 六左エ門 ○
新潟2区 自民党 近藤 基彦 ○
新潟3区 自民党 稲葉 大和 ○
新潟4区 自民党 栗原 洋志 ○
新潟5区 自民党 米山 隆一 ○
新潟6区 自民党 高鳥 修一 ○

富山1区 自民党 長勢 甚遠 ○ ○ △
貧困の定義・基準が
はっきりしないので何と
も言えない

△
貧困の定義・基準が
はっきりしないので何と
も言えない

△

本人の意識の問題もあ
り、一概に言えないが、
待遇改善等は図って行
く必要がある。

1

富山2区 自民党 宮腰 光寛 ○
富山3区 自民党 橘 慶一郎 ○
石川1区 自民党 馳 浩 ○
石川2区 自民党 森 喜朗 ○
石川3区 自民党 北村 茂男 ○
福井1区 自民党 稲田 朋美 ○
福井2区 自民党 山本 拓 ○
福井3区 自民党 高木 毅 ○
長野1区 自民党 小坂 憲次 ○

長野2区 自民党 務台 俊介 ○ ○ 1
7人に1人の貧困率は社
会の安定を損なう可能
性のレベルである。

1
貧困問題を国の施策の
重点分野に格上げす
べきである。

1
若者が将来に希望を持
つためには正規雇用が
不可欠。

1
機械的抑制は好ましくな
い。但し、財源論も併せ考
える必要は当然ある。性のレベルである。 べきである。 不可欠。 える必要は当然ある。

長野3区 自民党 岩崎 忠夫 ○
長野4区 自民党 後藤 茂之 ○
長野5区 自民党 宮下 一郎 ○
比例区 自民党 長島 忠美 ○
新潟1区 民主党 西村 智奈美 ○ ○ 1 1 1 1
新潟2区 民主党 鷲尾 英一郎 ○
新潟3区 民主党 黒岩 宇洋 ○ ○ 1 1 1 1
新潟4区 民主党 菊田 真紀子 ○
新潟6区 民主党 筒井 信隆 ○
富山1区 民主党 村井 宗明 ○
石川1区 民主党 奥田 建 ○ ○ 1 1 1 1
石川2区 民主党 田中 美絵子 ○
石川3区 民主党 近藤 和也 ○ ○ 1 1 1 1
福井1区 民主党 笹木 竜三 ○
福井2区 民主党 糸川 正晃 ○
福井3区 民主党 松宮 勲 ○
長野1区 民主党 篠原 孝 ○ ○ 1 1 1 1
長野2区 民主党 下条 みつ ○
長野3区 民主党 羽田 孜 ○ ○ 1 1 1 2
長野4区 民主党 矢崎公二 ○
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長野5区 民主党 加藤 学 ○ ○ 1 1 1 1
比例区 公明党 漆原 良夫 ○
新潟1区 共産党 武田 勝利 ○ ○ 1 1 1 1
新潟6区 共産党 橋本 正幸 ○ ○ 1 1 1 1

富山1区 共産党 佐伯 めぐみ ○ ○ 1

民間企業で働く人の3割
が年収200万円以下と
いう状態にあるなど、貧
困はもはや一部の人の
問題ではありません。
多くの国民がワーキン
グプアと背中合わせに
あり、政策的対応が急
がれます。

1

日本における貧困の急
激な増大は際立ってい
ます。「貧困大国日本」
の現実を直視し、対策
の効果をはかるうえで
も必要です。

1

労働者派遣法改正で派
遣労働が原則「自由
化」されるなど非正規雇
用拡大の責任は国の政
治にあります。改正前
に戻すなどの対処を急
ぎ、「正規雇用が当たり
前」の社会にすべきで
す。

1

小泉内閣以来の削減方針
が暮らしの安心を奪ってき
ました。富山県議会でも
2008年6月議会で削減方
針そのものの撤回を求め
る国への意見書を全会一
致で採択しています。社会
保障抑制政策そのものの
転換が必要です。

石川1区 共産党 佐藤 正幸 ○ ○ 1

OECDの調査によると、
日本の相対的貧困率
は、OECD加盟の先進
国の中で4位です。日本
では、税や社会保障に
よる貧困率の改善効果
が、他のOECD諸国と
比べてみても大変小さ
い（OECDの報告）から
です。他の先進国では
当たり前の「生活保護
の補足率」の調査すら

1

OECDのほかEU（欧州
連合）なども、貧困率の
指標を重視していま
す。政府が世帯単位に
貧困の実態を把握する
ことは、国民を貧困か
ら守る国の政治姿勢を
示す大前提となりま
す。貧困の実態調査を
行い、政府が貧困を減
らす具体的な目標を策

1

1999年の労働者派遣
法の改悪により、労働
法制の規制緩和がすす
み、大企業は安定した
雇用を壊し、低賃金と
不安定な非正規雇用に
置き換え、日雇い派遣
や登録型派遣という「使
い捨て」の働かせ方が
広がりました。雇用情勢
が悪化する中で、雇用
を守り人間らしい労働
のルールを作り、雇用

1

毎年2200億円もの社会保
障費が削減されてきたた
め、日本の社会保障制度
は、世界でも例がない異
常な事態が、あらゆる分
野で引き起こされていま
す。暮らしを支えるべき社
会保障が、生活苦と貧困
増大の要因となり、家計と
内需を冷え込ませていま
す。暮らしの安心と希望を
奪う、社会保障費2200億
円の毎年削減を撤回し、く

の補足率」の調査すら
行っていない問題の改
善をはかり、実態に即し
て政策的な対処を開始
すべきです。

らす具体的な目標を策
定して、計画的に施策
を講じる必要がありま
す。

のルールを作り、雇用
政策を大きく転換するこ
とは、経済と産業、物づ
くりのまともな発展と日
本社会の安定のために
も大事な問題です。

円の毎年削減を撤回し、く
らしを支えるルールある社
会保障作りをめざし根本
的に転換する必要があり
ます。

福井1区 共産党 金元 幸枝 ○ ○ 1

経済力がありながら、な
ぜこれだけひどい貧困
と格差の拡大になるの
か、希望と活力ある社
会へ緊急に克服すべき
課題。

1

憲法の「文化的で最低
限の生活」水準につい
て国民的な合意形成が
いる。その水準以下は
「貧困」なのであり、そ
れを明示するのは国の
責務。

1

格差と貧困の拡大の根
底に、過度な雇用の流
動化があり、その一番
の問題は非正規雇用の
拡大。雇用は正規を当
たり前にすること、非正
規への均等待遇の確保
を。

1

社会保険を破壊し、セーフ
ティネットの底の抜けた状
態を作り出した、“2200億
抑制”は注視し、これまで
の分も回復すべき。

長野1区 共産党 山口 典久 ○ ○ 1 1 1 1
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長野2区 共産党 岸野 正明 ○ ○ 1 1
政府は調査すらしてい
ない。世界の中でも異
常な事態です。

1
仕事は正規職員が当た
り前の働くルール作り
が必要です。

1

「削減」のノルマのため
に、「受益者負担」の名の
下に負担が増える、受給
抑制につながる制度改悪
がおこなわれてきました。
その結果、医療や介護分
野で、社会保障の根幹に
かかわる深刻な事態が生
まれてきています。

長野3区 共産党 岩谷 昇介 ○ ○ 1 1 1

「ハローワーク上田」管
内では、有効求人倍率
が長野県下最低です。
上田地方には車関連の
製造業が集中してお
り、非正規雇用のリスト
ラがすすんでいます。

1

上田地方では他の自治体
以上に医療問題が深刻で
す。医療、介護、福祉の改
悪ストップさせることが必
要です。

長野4区 共産党 上田 秀昭 ○ ○ 1

いま生活保護を受けて
いる人は対象となるべ
き人の1，2割とされ、政
府はその実態さえつか
んでいない。実態調査
を行い、貧困を減らす
具体的目標を策定し実
施する必要がある。

1
国民を貧困から守る立
場で必要。

1

「非正規雇用」は偽装
請負、偽装派遣、契約
途中解除など違法、脱
法の温床になってい
る。派遣労働を臨時的・
一時的な業務に限定
し、常用雇用の代替に
してはならないなど抜
本改正し労働者の権利
を守る。

1

深刻な経済危機だからこ
そ、社会保障削減路線を
撤回し、くらしを支える社
会保障制度拡充へと転換
すべきです。

長野5区 共産党 三沢 好夫 ○長野5区 共産党 三沢 好夫 ○
比例区 共産党 金元幸枝
比例区 共産党 佐伯めぐみ
比例区 共産党 佐藤正幸
比例区 共産党 武田勝利

比例区 共産党 中野さなえ ○ ○ 1

労働者の約4割、青年
労働者の7割が非正規
雇用という働き方を抜
本的に改めるべきで
す。非正規雇用は、臨
時的・一時的な雇用に
限定し、正社員が当た
り前の社会に切り替え
るべきです。

1

政府は、「日本に貧困
問題はない」と公言して
きましたが、年末年越し
派遣村を期に、貧困問
題を事実上認めまし
た。政府は国民生活を
計る指針のひとつに貧
困率を導入し、必要な
対応を真剣に考えるべ
きです。

1

「将来は貧しくなる」と感
じる国民が6割近くに達
しています。貧困問題
の多くが、雇用破壊と
結びついており、正社
員が当たり前のルール
を作ることが必要です。

1

自公政権が継続してきた
社会保障2200億円削減計
画により、多くの医療難
民・介護難民を生み出しま
した。削減計画の撤回を
継続し、医療や福祉の充
実を図るべきです。

比例区 共産党 山口典久
新潟2区 社民党 米山 昇 ○ ○ 1 1 1 1
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新潟5区 社民党 伊部 昌一 ○ ○ 1

OECD調査（2006年）で
は、日本の貧困世帯割
合が30カ国中5番目、
貧困GAPで3番目と非
常に高く、政策的な対
応が急務です。

1

厚生省（当時）が1965
年に要保護者数の公
表を中止して以降、公
的な生活保護捕捉率
等の調査をしていな
い。実態を正確に把握
し、改善するため、政府
は継続的な貧困率調
査を行い、公表すべき
です。

1

雇用契約の原則は、直
接雇用、期限の定めの
ない雇用であることを徹
底し、労働契約法、労
働者派遣法を改正すべ
きです。

1

社会保障は社会が支え合
うセーフティネットであり、
将来にわたり持続可能な
社会保障制度の構築が必
要です。そのために2200
億円の社会保障費抑制の
撤回を継続し、応能負担
原則に基づいた公平な税
制による再分配機能を強
化する必要があります。

富山2区 社民党 藤井　宗一 ○ ○ 1

年収200万円未満の世
帯が5世帯に1世帯と異
常に高く、雇用政策、最
低賃金、不公平税制な
ど、政治的な対応なし
に貧困問題は解決しま
せん。

1

他の国々、とりわけ日
本と同等の経済力を有
する国々と比較できる
資料は必要です。

1

低所得の非正規雇用労
働者がこんなにも増え
たのは、政府の労働政
策が間違っていたから
です。

1

失業、貧困など、大きな社
会的問題であり、国家財
政を投入するのは当然で
す。

長野2区 社民党 中川 博司 ○ ○ 1

今日的な状況が生まれ
たのも、政策的対応が
されなかったためです。
「貧困対策」を政策的に
きちんと確立することが
緊急の課題です。

1

かかる政策がなかった
ため。このような極めて
厳しい状況が生まれま
した。政治の貧困がも
たらしたものです。

1

非正規が抱える問題
は、単に貧困問題に止
まらず、国の行方に重
大な欠陥をもたらすこと
となります。健康保険、
厚生年金に加入でき
ず、「国保、国民年金」
にも未加入、無保険・無
年金。さらに税金も納付
できずに社会を支える

1

憲法25条を引き合いに出
すまでもなく、健康文化的
な生活を営む権利保障の
ため、継続した政策が必
要と考えます。

できずに社会を支える
ことができません。

長野5区 社民党 池田幸代 ○ ○ 1

社会保障・雇用・教育・
住宅政策などの各施策
に貧困状況の解消の視
点を盛り込むべき。

1
貧困の実態調査と同時
に貧困率を持つべき。

1

不安定な雇用の中で暮
らさざるを得ない人の
増大はその人たち自身
の将来設計を危うくし、
同時に日本の働き方の
底下げになっているか
ら。

1

生存権の確保の点からも
う限界にきている。老老介
護、介護難民、高齢女性
の貧困など地域で社会保
障費抑制の犠牲者の方々
の切ないお声を伺いま
す。

比例区 国民新党 綿貫 民輔 ○
新潟1区 幸福実現党 松本弘司 ○
新潟2区 幸福実現党 菅原　智 ○
新潟3区 幸福実現党 富川将充 ○
新潟4区 幸福実現党 関谷　剛 ○
新潟5区 幸福実現党 笠巻健也 ○
新潟6区 幸福実現党 国領大聖 ○
富山1区 幸福実現党 吉田かをる ○
富山2区 幸福実現党 小野彦治 ○
富山3区 幸福実現党 出口佑一 ○
石川1区 幸福実現党 松林淳一 ○
石川2区 幸福実現党 宮元　智 ○
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石川3区 幸福実現党 東　義和 ○ ○ 1 1 1 2
福井1区 幸福実現党 堂下道代 ○
福井2区 幸福実現党 河合勇樹 ○
福井3区 幸福実現党 北野光夫 ○
長野1区 幸福実現党 横田基文 ○
長野2区 幸福実現党 大槻穂奈美 ○

長野3区 幸福実現党 江原　学 ○ ○ 2
日本は世界に比べて豊
かな国です。

2 1

日本経済の根本的復活
させる政策が必要。消
費税ゼロにし景気回復
させ、年3％以上の経済
成長を実現させます。

1
社会保障の考え方を一度
見直す必要があると思い
ます。

長野4区 幸福実現党 増沢宏昭 ○
長野5区 幸福実現党 原山幸三 ○
比例区 幸福実現党 加藤仁康 ○
比例区 幸福実現党 堀内尚人 ○
比例区 幸福実現党 三浦義弘 ○
比例区 幸福実現党 三上　誠 ○
富山3区 みんなの党 柴田 巧 ○
福井3区 政党ゆい 長岡隆志 ○ ○ 1 1 1 1
新潟5区 無所属 田中真紀子 ○
富山3区 無所属 相本芳彦 ○ ○ 1 1 1 1
石川1区 無所属 津田宣明 ×
長野2区 無所属 上条昭太郎 ×


